
水道事業損益計算書
勘定科目 借方 勘定科目 貸方

水道事業費用 2億3576万円 水道事業収益 2億4567万円

  

    

営 業 費 用 1億9181万円
営 業 収 益 2億4487万円

営業外費用 4395万円
特 別 損 失 0円

営業外収益 80万円
当年度純利益 991万円

計 2億4567万円 計 2億4567万円

【水道事業会計】
水道事業貸借対照表
勘定科目 借方 勘定科目 貸方
固定資産 38億1411万円 流動負債 1603万円
流動資産 2億7381万円 資本金 26億2706万円

剰余金 14億4483万円
計 40億8792万円 計 40億8792万円

　平成25年度の琴浦町の一般会計と特別会計、水道事業会計の決算、基金などの状況をお知らせします。
　平成25年度は大規模な建設事業や国の補正予算に伴う「地域の元気臨時交付金事業」の実施により、
前年度より歳入・歳出ともに約８億円の増となりました。
　歳出では、しらとりこども園建設や社会資本整備総合交付金事業による道路建設事業等の増加、地域の
元気臨時交付金事業などのハード事業が大幅な伸びを見せました。
　歳入は依然として地方交付税の占める割合が高く、そのほかの国・県支出金などと併せて、約60％を
国などから交付される交付税などに頼っている状態になっています。その反面、ふるさと納税等の諸収入
が大きく伸びました。

平成25年度の決算状況

しらとりこども園を建設しま
した
昨年と比較して全体に占める
割合が 3.3％増加しています

昨年と比較して全体に占める
割合が1.9％減少しています

町の預金ともいえる基金へ
前年度より多く積み立てる
ことができました

国の補正予算に伴う地域の
元気臨時交付金による増

昨年より額と全体に占める
割合が共に減少しています

昨年と比例して全体に占める
割合が1.1％減少しています

社会資本整備総合交付金事
業の実施により大幅増にな
りました

建設事業が増加したため
借入額が増加しました

ふるさと納税による収入が
大幅に増えました

大規模改修事業等の終了に
より減額しました

地方交付税
 38.0%

43億8640万円

昨年度比1億268万円増

歳入が不足する場合に
国から交付される

民生費
 32.5%

36億8162万円

昨年度比6億2196万円増

子育てや生活保護、
高齢者や障がい者福祉など

総務費　19.2%
21億7262万円

昨年度比2億4210万円増
新庁舎建設や選挙、

防災無線に関することなど

公債費　12.8%
14億5002万円
昨年度比1372万円減
借入金の返済

国・県支出金　19.2%
22億1164万円

昨年度比2億2971万円減

国や県からの補助金など

町税　15.4%
17億7377万円
昨年度比668万円増

町民税や固定資産税など

昨年度比2億7976万円増

町債 15.3%
17億6401万円

事業の実施にあたり町が借り入れるお金

諸収入　4.5%
地方譲与税　2.8%
使用料・手数料 2.6%
繰越金　2.2%

5億1466万円
3億2021万円

2億5870万円
3億263万円

衛生費　4.0%
消防費　2.6%
商工費　1.9%

4億4772万円
2億9463万円
2億1510万円

昨年度比3049万円減
教育費 7.2% 8億1954万円

昨年度比2億2671万円増
土木費 10.0% 11億3124万円

農林水産業費
8.4% 昨年度比8973万円増

9億4944万円

歳入総額
115億3202万円

（昨年度比8億30万円増）

歳出総額
113億1953万円

（昨年度比8億4652万円増）

【一般会計】

議会費 1.0%
諸支出金0.2%
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【特別会計】
平成25年度　特別会計歳入歳出決算額

区　　　分
歳　　入 歳　　出

決 算 額 前年度比 決 算 額 前年度比
国 民 健 康 保 険 24億1803万円 0.1% 23億7025万円 0.7%
住 宅 新 築 等 資 金 貸 付 1949万円 -74.3% 1306万円 -81.7%
農 業 集 落 排 水 2億6014万円 0.3% 2億5853万円 0.3%
下 水 道 11億3331万円 31.5% 11億1696万円 31.9%
介 護 保 険 （ 事 業 勘 定 ） 22億2674万円 -0.5% 21億9403万円 -1.4%
後 期 高 齢 者 医 療 1億8945万円 0.1% 1億8933万円 0.3%
八 橋 財 産 区 2万円 0.0% 0円 0.0%
浦 安 財 産 区 1万円 0.0% 0円 0.0%
下 郷 財 産 区 180円 0.0% 0円 0.0%
上 郷 財 産 区 0円 0.0% 0円 0.0%
古 布 庄 財 産 区 376円 0.0% 0円 0.0%
赤 碕 財 産 区 2409万円 11.7% 331万円 256.0%
成 美 財 産 区 272万円 -6.5% 19万円 -1.6%
安 田 財 産 区 926万円 -13.4% 106万円 -25.9%

平成25年度末の基金残高
　前年度より5億7450万円残高が増えました。

区　　　分 基金残高
財政調整積立基金 9億3165万円
減債基金 1億9964万円
地域活性化基金 2468万円
公共施設等建設基金 11億9611万円
図書館図書購入基金 203万円
赤碕中学校区小学校図書購入基金 671万円
東伯小学校門脇教育図書購入基金 750万円
赤碕中学校図書購入基金 220万円
林原育英奨学基金 1249万円
平岩教育・福祉振興基金 391万円
船上山万本桜公園整備基金 460万円
地域福祉基金 1043万円
国民健康保険財政調整基金 150万円
農村多元情報連絡施設等基金 1805万円
農業集落排水事業推進基金 1414万円
土地開発基金 1億5323万円
道の駅ポート赤碕運営基金 14万円
下水道事業推進基金 4742万円
下水道事業便所等改造資金貸付基金 1億8230万円
きらりタウン赤碕定住促進基金 725万円
地域振興基金 11億9475万円
森林保全管理基金 142万円
ふるさと未来夢基金 6677万円
地域雇用創出推進基金 1億2784万円
コーポラスことうら基金 7937万円
物産館ことうら運営基金 219万円

【基金の状況】【町債】
平成25年度末の借入額現在高
　前年度より5億3249万円残高が増加しました。

区　　　分 借入額残高
公 共 事 業 等 債 8億5632万円
一 般 単 独 債 71億6051万円
公 営 住 宅 債 9億5803万円
義 務 教 育 施 設 債 12億9919万円
辺 地 対 策 債 8318万円
災 害 復 旧 債 1億3033万円
減 税 補 て ん 債 1億4183万円
臨 時 財 政 対 策 債 41億4177万円
そ の 他 12億8569万円

計 160億5685万円

町債とは
町が事業を行うために借り入れるお金

基金とは
町が事業を行うために積み立てるお金
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�①実質赤字比率
　普通会計（一般会計と住宅新築資金等貸付事業
特別会計）の実質赤字額が標準財政規模（地方公
共団体が自由に使える財源の標準的な規模。本町
では64億586万円）に占める赤字割合（数値が高
いほど財政状況が悪い）を示しています。
②連結実質赤字比率
　普通会計と特別会計（財政区除く）の実質赤字
額が標準財政規模に占める割合（数値が高いほど
財政状況が悪い）を示しています。
③実質公債費比率
　普通会計が負担する公債費（町の借金返済部
分）が標準財政規模に占める割合（数値が高いほ
ど財政運営が悪い）を示しています。平成25年度
は前年度に比べ0.8ポイント改善しました。これ
は、公債費の減少と、普通交付税等の特定財源の
増収が主な理由です。
④将来負担比率
　普通会計が将来負担すべき債務が、標準財政規
模に占める割合（数値が高いほど財政状況が苦し
い）を示しています。平成25年度は、前年度に比
べ20.6ポイント数値が向上しました。これは、下
水道事業会計への繰出金（公債費部分）の減額な
ど将来負担額を減少できたことと、町の貯蓄部分
である基金残高を増加できたためです。
⑤資金不足比率
　各公営企業会計（本町の場合、水道事業会計、
農業集落排水事業特別会計、下水道事業特別会
計）の資金不足額が、その会計の事業規模に占め
る割合（数値が高いほど財政状況が悪い）を示し
ています。

A早期健全化基準（公営企業の場合は資金不足率
での経営化基準）
　いわゆる財政状況のイエローカード基準であ
り、各指数のひとつでもこの基準を超えると「早
期健全化団体」となり、悪化した財政を早期に改
善し、健全化にむけて計画を策定して取り組まな
ければなりません。
B財政再生基準
　いわゆるレッドカード基準であり、早期健全化
段階よりさらに財政が悪化した状態（財政再生団
体）で、事務事業の見直し、組織の合理化、全体
的な歳出の削減等はもちろんのこと、地方税や使
用料などの値上げなど財政再建計画を策定して取
り組まなければなりません。

　各数値については改善傾向にあります。
　合併以後、新庁舎・保育園・学校・道路整備等
の大型事業を実施してきており、借入金は増額し
ていますが、この借入金は合併特例債で、借入金
の約7割が普通交付税として国から交付されるた
め、数値は改善しています。
　しかし、借入金残高は県内町村で最も高くなっ
ており、借入金を抑える必要があります。また、
普通交付税の算定方法の変更により、平成32年度
には、現在より5億3千万円程度の減収が見込まれ
ており、非常に厳しい財政状況になることが予想
され、これらに対応するためにも、行財政改革を
進めるとともに、今後の公共施設の設置数や管理
方法の長期的計画を策定し、安定した財政運営を
目指す必要があります。

▼各指標の説明▼各基準の説明

財政健全化の取組状況

　平成19年度から地方公共団体の健全化に係る各指数の議会への報告及び公表が義務付けら
れています。本町における各指数と基準は次のとおりです。
　平成25年度の決算では、すべての指標が危険とされる各基準値を超えてはいませんが、引
き続き安定した財政運営に向けた取り組みが必要です。

琴浦町の平成25年度決算状況は？

○財政健全化に係る各指標と基準

指標名
基準名

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 資金不足比率

平成25年度琴浦町比率 赤字額無し 赤字額無し 13.5 134.4 不足額無し

平成24年度琴浦町比率 赤字額無し 赤字額無し 14.3 155.0 不足額無し

比較
基準

A早期健全化基準 14.30 19.30 25.0 350.0 20.0

B財政健全化基準 20.00 30.00 35.0 基準無し 基準無し

町 目 標 基 準 赤字額無し 赤字額無し 18.0 300.0 不足額無し

① ② ③ ④ ⑤

問合せ先　総務課　 　52-2111
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